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脱炭素化技術の社会的受容性と価値の創造 
需要サイドからのイノベーションの構築に向けて 

1. はじめに 
 近年の科学技術イノベーションの役割は，これま

での経済開発や技術の革新とは異なり，SDGs の目

標にあるような社会の問題や課題の解決に変容して

きたと考えられる．Schot and Steinmueller (2018)
は，第二次大戦後，1970 年代までを第１フレームと

して研究開発が主たる目的であり，1970 年代から

2010 年ごろまでを第２フレームとしてイノベーシ

ョンシステムの構築を目指し，科学技術からイノベ

ーションに至る施策が多く講じられてきたと述べて

いる．2010 年以降の第３フレームにおいては，トラ

ンスフォーメーションの変化に関する施策として，

社会の課題や目標に焦点が当てられているとしてい

る．Weber and Rohracher (2012)は，トランスフォ

ーメーションの変化に関する政策を講じる理由の一

つとして，「需要表現（demand articulation）」をあ

げている i．需要表現とは，新規の技術やシステムの

ニーズに関する形成過程を説明するための概念であ

る．すなわち，消費者の立場となり，潜在的な需要

を把握し，政策に反映させることがイノベーション

の源泉となることを意味している．Boon and Edler 
(2018)は，需要は課題指向のイノベーション政策に

おいて中心的な位置付けにある一方，政策における

需要そのものや，その状況の理解や把握については

乏しいため，イノベーション政策を実現するために

は，需要に，より焦点を当てる必要があるとしてい

る．世論や社会的な受容に影響されやすいエネルギ

ー・環境技術は特に，これらの需要サイドのイノベ

ーション政策の適用が必要不可欠であると考える．

Lee, Jun, and Lee (2022)は，155 ヶ国の太陽光エネ

ルギー技術に注目し，需要サイドのイノベーション

政策の重要性について言及している．特に，技術の

成熟度合を考慮した対象技術に特化した施策の必要

性を主張している． 
本研究開発では，脱炭素化技術として代替燃料自

動車 ii，太陽光発電，省エネ住宅 iiiに焦点を当て，

これの普及促進策のエビデンスを得るために，これ

らの技術のイノベーションの創出のための消費者選

好，ターゲティングと政策との関係を明らかにする

ことである． 
 
2. プロジェクトの目標とリサーチ・クエスチョン 

脱炭素化技術の支払意思額（WTP）を測定し，消

費者の考えや態度，意思決定が WTP にどのように
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影響を及ぼすかといった大きなリサーチ・クエスチ

ョン（RQ）としてプロジェクトを遂行した．詳細に

設定した RQ は，以下のとおりである．①代替燃料

自動車や省エネ住宅に関わる各属性の WTP はどの

程度のものとなるか，②エネルギー・環境の情報提

供は WTP に影響を及ぼすのか，③別の技術の購入

の組み合わせと WTP に関係があるのか，④日本母

集団の平均的な WTP をエビデンスに活用すること

はできるのか． 
目標は，これらの RQ を明らかにすることで，政

策決定に資するエビデンスを提供することである． 
 
3. 分析手法/アプローチ 
離散選択モデルとして，誤差項を持つ Mixed 

Logit モデルを用いて WTP を算出する．基本的な離

散モデルである条件付きロジットモデルでは，個人

間の選好が同様である（各個人が属性に対して同様

の選好を持つ）ことと誤差項の独立同分布（IID : 
independent and identical distribution）を仮定す

る必要がある． IID の仮定から導かれる IIA
（independence of irrelevant alternatives）特性は，

より柔軟な代替パターンの許容しない可能性がある．

ここで，IIA 条件とは，選択確率の比率が選択集合

の他の選択肢の有無にかかわらず一定であることを

意味する．すなわち，ある選択肢を選択することが，

他の選択肢の効用に影響を与えない．本研究開発で

用いる誤差項を持つ Mixed Logit モデルは，効用パ

ラメータが確率分布にしたがって個人間で選好が異

なり，誤差項は選択実験での選択によって変化する

と仮定することで，条件付きロジットモデルが持つ

二つの仮定を緩和することを可能にする手法である．

効用関数は，次式のようなモデルを想定する． 

 (1) 

Unitは消費者 n の選択場面 t における選択肢 i の効用

を表し，Vnitは消費者 n の選択場面 t における選択肢

i の分析者が観測できる代表的効用，εnit は消費者 n
の選択場面 tにおける選択肢 iの分析者が観測できな

い誤差項，θiは選択肢 i の固有の定数項，Eniは選択

実験の選択肢によって変化する選択固有の誤差成分

である．また，本モデルを線形と仮定し，本研究開

発で設定した属性を用いて代表的効用をより詳しく

表したものが(2)式である． 

 
(2) 

αitは選択場面 t における選択肢 i の固有の定数項で

あり，xit，xitk は選択場面 t における選択肢 i の各属

性を表し，βpは選択場面 t における選択肢 i の価格の

係数パラメータで，βnkは選択場面 t における選択肢

i の価格以外の係数パラメータである．このとき，誤

差項を持つ Mixed Logit モデルにおける選択確率は

(3)式のように表せる． 

 
(3) 

Pniは消費者 n の選択場面 t における選択肢 i の選択

確率，f(β)は βの確率分布を表す．Lni (β)は効用パラ

メータが βのときの消費者 n の全ての選択場面にお

ける選択肢 i の選択確率であり，(4)式のように表せ

る． 

 

(4) 

Lni (β)は効用パラメータが βのときの消費者 nの選択

場面 t における選択肢 i の選択確率であり，(5)式の

ように表せる． 

 

(5) 

(3)式の積分計算は解析的に解けないため，最尤法に

より推定することはできない．そのため，数値的に

求める必要があり，解析ソフトの NLOGIT 
version6.0 を使用する．今回の分析では効用パラメ

ータを正規分布と仮定して WTP の算出を行った．

また，消費者 n の属性 x における WTP は(6)式で表

せる． 

 
(6) 

 
WTP は各個人のものが算出され，サンプルすべての

WTP の平均値をそのグループの WTP としている． 
4. 分析の結果（どのような知見が得られたか） 
4.1. 代替燃料自動車の社会的受容性 
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本調査・実験は， 2021 年 2 月 16 日〜2 月 18 日

に，インターネットによる調査形式（株式会社マク

ロミルによる実施）により，全国の 20～69 歳の男

女 1720 人を対象に実施した．質問構成として，回

答者はそれぞれの自動車の説明と，それらの平均的

な性能に関しての情報を確認した後に選択型実験用

の設問に回答する．選択型実験に関する質問の前に

エネルギー・環境に関する情報付与によるナッジ（以

後情報ナッジと呼ぶ）を行うグループ（処置群）と，

それらの情報ナッジを行わないグループ（対照群）

に分け，情報の影響を評価するランダム化比較試験

を行う．処置群に与えるエネルギー・環境に関する

情報ナッジには，地球温暖化による災害の回避を示

した「損失回避」，パリ協定や国内の「カーボンニュ

ートラル，脱炭素社会」に関する目標である「社会

規範」，二酸化炭素排出削減を通じての社会的な貢献

を表す「利他性」の内容が含まれている．対照群 860
名と処置群 860 名のそれぞれのグループの世帯年収

の差に関しては，等分散性の検定（F 検定）を行っ

た結果，有意差なしとなり，さらに，等分散性を仮

定した母平均の検定（t 検定）を行い有意差なしの

結果となった．すなわち，両グループ間において，

支払意思額に影響を及ぼす世帯年収の差は統計的に

ないことが確認できた． 
 図 1 に各グループにおけるそれぞれの属性の

WTP の結果が示されている．F 検定，t 検定を行っ

た結果，対照群と処置群の各属性の WTP の差はす

べて 1%有意となった．ただし，水素ステーション・

急速充電施設の設置割合については F 検定で帰無仮

説を棄却できなかったため等分散のときの t 検定と

した． 
本結果から，対照群と処置群の WTP の比較に関

しては，燃費，最大走行距離，水素ステーション・

急速充電施設の設置割合は処置群の方が対照群より

低く，温暖化ガス排出削減量の WTP は処置群の方

が対照群より高くなることがわかった．温暖化ガス

排出削減量の WTP が処置群の方が高い結果となっ

たのは，エネルギー・環境に関する情報ナッジによ

って，消費者が環境に配慮した選択をするようにな

ったため，より環境性能に直結する温暖化ガス排出

削減量に重きを置くようになったためと考えられる．

燃費，最大走行距離の WTP が処置群の方が低い結

果となったのは，消費者が情報ナッジによって，環

境性能に重きを置き，温暖化ガス排出削減量を重視

したため，消費者の自動車の基本性能に対する価値

が相対的に減少したことが原因であると考えられる．

水素ステーション・急速充電施設の設置割合の WTP
が処置群の方が低いのは，情報ナッジによって消費

者が環境性能の高い代替燃料自動車に価値を見出す

ようになったため，水素ステーション・急速充電施

設の設置割合が低いことを許容したものと考えられ

る． 
サンプルの異質性に関する統計分析を行った（表

1）．年齢の項目では，年齢が 1 歳上がることでの各

車種に対するWTPの変化を示している．「情報なし」

では，どの車種に対しても WTP が負であることか

ら，年齢が上昇するごとに WTP が減少することが

示されており，中でも GV に対する WTP がより小

さい．この要因としては，より若い世代では新しい

技術を受け入れやすく，年齢が上がるごとに新しい

技術に抵抗があり，購入意欲が減少する可能性があ

ることが挙げられる．しかしながら，「情報あり」で

は，FCV, EV, PHEV で WTP が負から正に変化し，

年齢が上がるごとにWTPが上昇している．これは，

年齢が高くなるほど情報ナッジの効果を大きく受け

（より吸収し），WTP を増加させることを示してい

る．このとき，GV では WTP が負のままではあるが，

その値が小さくなる．また，「情報なし」と「情報あ

り」ともに，WTP の車種間の比較では，PHEV > EV 
> FCV > GV の順で WTP が高くなる． 

教育においては，最終学歴を 5 分類にして分析を

行った（1 小中学校，2 高等学校，3 各種専門学校，

4 短大（高等専門学校を含む），5 大学・大学院）．

ここでの WTP は，最終学歴が 1 分類変化すること

での WTP の変化を表している iv．教育が各車種へ

の WTP へ与える影響は，「情報なし」と「情報あり」

ともに正であることから，最終学歴 1 分類変化する

ことで WTP が増加し（最終学歴が 5 に近づくほど

WTP が増加し），PHEV では最も大きく，114.8 万

円となっている．「情報あり」の結果から，WTP が

正ではあるが，その値が小さくなっていることがわ

かる．この要因として，情報ナッジの効果が分類の
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1，2 などに属し，もともと保有する情報が少ない可

能性のあるグループでより多くの情報を吸収し，分

類間の情報量の差が減少することで，分類が変化す

ることによる WTP の変化が小さくなっていること

が考えられる． 
続いて，収入が WTP に与える影響について考え

る．収入は 100 万円刻みで分類を行なっていること

から，ここでの WTP は，収入が 100 万円上がるこ

とで変化する WTP を示している．「情報なし」と「情

報あり」のいずれにおいても WTP は正の値を示し

ていることから，年収が高くなるにしたがい WTP
が増加することがわかる．これは，WTP に関する先

行研究でも示されているように一般的な結果である．

「情報なし」と「情報あり」の差に関して，いずれ

の車種についても，差の検定の結果，有意水準 1％
で有意差ありとなった．特に，FCV，EV について

は，「情報あり」の方が高い値を示しており，FCV
や EV といった比較的高価な車種において情報ナッ

ジの影響により年収に対する WTP の増加率が高い

結果となっている． 
性別については女性を 1，男性を 0 とするダミー

変数を用いて分析を行った．「情報なし」では全ての

車種に対して WTP が負となり，特に GV での WTP
が大きな負の値をとった．すなわち，男性と比較し

て女性は，すべての車種に対して購買意欲が少ない

ことが示された．しかし，「情報あり」では，すべて

の車種に対して WTP が正になった．これは，情報

ナッジの効果が男性よりも大きく，結果として男性

と比較して，より購買意欲を持つようになったこと

を示している．GV に対しても WTP が正となってい

るのは，情報ナッジの効果が男性では少なく（ある

いは WTP を減少させる方に作用し），男性に比べて

女性の WTP が高くなった可能性を示唆している． 
表 2 は，情報ナッジの選好への影響について示し

ている．表 2 における「情報ナッジ全体」は，情報

提供の効果について，対象群を 0，処置群（全体）

を 1 とした際の係数と標準偏差を示している．結果

から，その係数が正であり，情報提供により温室効

果ガス排出量削減に対する価値が高まることがわか

る．続いて，「損失回避情報ナッジ」，「社会規範情報

ナッジ」，「利他性情報ナッジ」の結果は，社会調査・

実験の結果をもとに，代替燃料自動車の選択に対し

て重要視した情報が温室効果ガス排出量削減に対す

る価値に，どのような影響を与えるかを示したもの

である．処置群のサンプルが，温室効果ガス排出量

に対する価値に対して，損失回避，社会規範，利他

性のどの情報に影響を及ぼしたかについて示したも

のである．本結果から，いずれの情報も正を示して

おり，それぞれの情報ナッジの効果により温室効果

ガス排出削減の価値が高まることがわかる．各情報

ナッジを比較すると，係数は損失回避，社会規範，

利他性の順で大きくなっている．特に，損失回避に

関連した情報は，地球温暖化が環境へ与えるリスク

について，より身近な日本における災害の事例を挙

げながら触れており，身近な恐怖や危険の回避とい

う意味で，温室効果ガス排出量削減への価値に対し

て，大きく影響した可能性がある． 
 
4.2. 太陽光パネル保有の影響 

本調査・実験は， 2022 年 2 月 28 日〜2022 年 3
月 1 日に，インターネットによる調査形式（株式会

社マクロミルの実施）により，全国の 20～69 歳の

男女 2474 人を対象に実施された．サンプルの居住

形態が戸建または 5 年以内に戸建となる者を対象に，

日本の年齢分布に従うようにランダムサンプリング

を行った．質問項目は，エネルギー技術の社会的受

容性，自動車の購入についてのものに加え，選択型

実験においても同様に，購入価格，燃費，最大走行

可能距離，温暖化ガス排出量削減量，水素ステーシ

ョン・急速充電施設の設置割合の 5 属性・4 水準に

対して，燃料電池自動車，電気自動車，プラグイン

ハイブリッド車，ガソリン車，非購入の中から一つ

を選択する設定となっている．本調査・実験では，

太陽光パネルに注目し，太陽光パネル保有者，太陽

光パネル保有予定者（5 年以内），保有予定なし（5
年以内）の 3 グループに分けて（各グループ 824 名），

比較実験を行った．世帯年収に関して，それぞれの

グループ間で平均値の差の分析（Welch の検定）を

行った結果，保有グループ・保有予定グループと非

保有グループとの比較において，有意確率 1%で有

意差ありとなり，非保有グループの世帯年収は，他

のグループと比較し低いことが示された．その一方，
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保有グループと保有予定グループとの比較について

は，有意差なしとなった．グループ別に各属性に関

する支払意思額を推定した結果を図 2 に示す．サン

プルの居住形態が戸建であるため，直接比較するこ

とは難しいが，前節の調査・実験において推定され

た対照群の支払意思額，燃費は 4082 円，距離は 738
円，GHG 排出は 5024 円，給燃料施設は 7280 円と，

図 2 の結果と近い値であることがわかる．非保有グ

ループと保有グループとの比較において，給燃料施

設以外は，非保有グループの支払意思額が高いこと

がわかる．一般的に世帯年収が高い方が支払意思額

は大きな値を示すため，本結果では，その逆となる

結果になっていることがわかる．すなわち，これは，

保有グループが代替燃料自動車を購入する意思が比

較的低く，太陽光パネルの保有と連動していないこ

とが示唆される．その一方で，保有予定グループの

支払意思額は，すべての属性において最も高い結果

となっている．これは，今後 5 年以内に太陽光パネ

ルの購入を考えている場合，代替燃料自動車の購入

と大きく連動している可能性があることを示してい

る．代替燃料自動車の普及を考える場合，将来，太

陽光パネルの購入を考えている人に焦点を絞るなど，

効果的なターゲティングといった方策が考えられる． 
 
4.3. 省エネ住宅の社会的受容性 

本調査・実験は， 2022 年 8 月 23 日〜2022 年 8
月 25 日に，インターネットによる調査形式（株式

会社マクロミルの実施）により，全国の 20～69 歳

の男女 2480 人を対象に実施された．日本の年齢分

布に従うようにサンプリングを行った日本母集団グ

ループ 1244 人と 5 年以内に戸建購入もしくは完全

建て替えを予定しているサンプルの戸建購入予定グ

ループ 1236 人それぞれに対して実施した．質問項

目は，サンプルの属性に関するものに加え，選択型

実験においては，購入価格，省エネ設備機器による

エネルギー削減量，太陽光発電量の割合，HEMS，
エコカーの自宅充電用設備の 5 属性・4 水準（HEMS
と充電用設備は 2 水準）に対して，省エネ住宅，一

般住宅，非購入の中から一つを選択する設定となっ

ている．  
 図 3 に，それぞれのグループの各属性に対する

WTP が示されている．本結果から，日本母集団グル

ープの WTP は，戸建購入予定グループのものより

高いことがわかる．これは，日本母集団グループは，

平均的に戸建購入の予定がないため仮想感がより強

くなり，WTP が高めと過大評価につながった可能性

がある．これは，日本母集団の WTP から補助金額

を設定した場合，過大評価し低めの設定となる可能

性があることを示唆している．また，本結果から，

実際に戸建の購入を予定している人の意思を観察す

る必要性があることがわかる． 
 サンプルの異質性に関する統計分析を行った（表

3）．年齢の項目では，年齢が増加するにつれて（1
歳上がるごと）の省エネ住宅と一般住宅に対する

WTP の変化を示している．「日本母集団」では，省

エネ住宅と一般住宅のいずれの対しても WTP が負

であり，年齢の上昇に伴って WTP が減少すること

が示されている．このとき，一般住宅に対する WTP
の（負の）変化がより大きく，年齢の上昇に伴う

WTP の減少がより大きいことがわかる．この要因と

しては，より若い世代の方が家の購入に関心があり，

年齢が上がるにつれて家の購入への関心が薄れてい

くことが考えられる．しかしながら，「戸建購入予定

者」の集団では，省エネ住宅に対する WTP が正で

あり，年齢が上がるごとに WTP が上昇することが

わかる．「戸建購入予定者」の中では，年齢が上がる

ほど，一般住宅と比較して省エネ住宅から得られる

比較的効用の高い環境影響などを考慮するようにな

り，WTP を増加させることが一因として考えられる． 
教育においては，最終学歴を 5 分類にして分析を

行った（1 小中学校，2 高等学校，3 各種専門学校，

4 短大（高等専門学校を含む），5 大学・大学院）．

ここでの WTP は，最終学歴が 1 分類変化すること

でのWTPの変化を表している．「母集団」において，

教育が省エネ住宅と一般住宅の WTP に与える影響

は正であり，これは最終学歴が 1 分類変化すること

で（最終学歴の分類が 5 に近づくにつれ），WTP が

増加することを示している．一因として，学歴の上

昇に伴う賃金や収入の増加の影響が見込まれ，住宅

の購入に対してより多くの予算を充てることができ

る可能性があることが挙げられる．「戸建購入予定

者」の集団では，省エネ住宅と一般住宅の WTP は
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いずれも正であるが，「日本母集団」と比較して省エ

ネハウスの WTP は増加している一方で，一般住宅

のWTPは減少し，その差が増加していることから，

相対的に省エネ住宅へのWTPが大きくなっている．

すなわち，「戸建購入予定者」の集団では，学歴の分

類が変化するに伴って，環境影響などを考慮し（そ

のような情報を多く持ち），より省エネ住宅への

WTP を増加させることがわかる． 
収入が WTP に与える影響については，収入の分

類を 100 万円刻みで行なっていることから，ここで

の WTP は，収入が 100 万円上がることで変化する

WTP である．「母集団」と「戸建購入予定者」のい

ずれにおいても，値は小さいが，WTP が正であるこ

とから，収入の増加に伴って WTP が増加すること

がわかる．これは，収入の増加に伴って，住宅の購

入へ支払うことができる予算が増加することが要因

として挙げられる．「母集団」と「戸建購入予定者」

の WTP を比較すると，「戸建購入予定者」でより

WTP が小さくなるが，「戸建購入予定者」の中では，

一般住宅と省エネハウスの WTP の差がより大きく

なる(省エネ住宅 > 一般住宅)． 
性別については，女性を 1，男性を 0 とするダミ

ー変数を用いて分析を行った．「日本母集団」と「戸

建購入予定者」のいずれにおいても，省エネ住宅と

一般住宅ともに WTP が負となることがわかった．

これにより，女性はいずれの集団においても，男性

と比較して，購入意欲が小さいことが示されている．

加えて，いずれの集団においても，省エネハウスに

対する WTP の方が大きい．「日本母集団」と「戸建

購入予定者」の WTP の大きさを比較すると，いず

れも負であるものの「戸建購入予定者」ではより

WTP が 0 に近づいている(増加している)．これは，

「戸建購入予定者」の中では，女性と男性の WTP
の相対的な差が小さくなっていることを示している． 
 上記の分析結果を用いることで，政策評価を行う．

政府が HEMS 導入の支援を考えているとする．例

えば，価格が 20 万円の標準的な HEMS を念頭に，

政府が全額補助するスキームを想定する．ただし，

過剰な補助を避けるために，消費者が自主的に支払

意思のある額を超える金額のみ補助したいとする

（WTP が 0 ならば，満額 20 万円の補助）．本研究

開発において観察された WTP により，補助額を設

定することができる．日本母集団グループの HEMS
に関する WTP は，42,543 円であった．すなわち， 

 

となり，157,000 円ほどの補助金の設定となる．一

方，戸建購入予定グループは， 

 

となり，165,000 円ほどの補助金となる．本結果か

ら，日本母集団グループを観察して補助額を設定し

た場合，低く見積もってしまう可能性があることを

示唆している．実際に HEMS の購入を考えている

予定者は，補助金が 8,000 円ほど足りないと感じる

ことが考えられ，HEMS の導入を遅らせる可能性が

あると考える．また，日本母集団グループの HEMS
に関する WTP の標準偏差は 22,108 円である一方，

戸建購入者グループのそれは 3,773 円であり，日本

母集団グループと比べ，ばらつきが小さく，平均的

な WTP を用いることの正当性を示唆している．す

なわち，補助額を設定する場合，戸建購入者の WTP
を観察して，補助額を設定することが必要である． 
 
5. 考察（成果の妥当性と有用性） 

本研究開発プロジェクト全体として，代替燃料自

動車，省エネ住宅それぞれの社会的受容性に関して，

情報提供の影響，技術の購入の有無やそれらの時期

などの影響について定量的に分析，評価を行った． 
特に，代替燃料自動車の選好と太陽光発電技術の

保有との関係について，太陽光パネル保有者，太陽

光パネル保有予定者（5 年以内），保有予定なし（5
年以内）の 3 グループに分けて（各グループ 824 名），

比較実験を行った．その結果，保有者の支払意思額

は他のグループより低い値を示し，代替燃料自動車

の購入意思が低く，太陽光パネルの保有と連動して

ないことが明らかとなった．その一方，保有予定グ

ループの支払意思額は，すべての属性において最も

高い結果となった．これは，今後 5 年以内に太陽光

パネルの購入を考えている場合，代替燃料自動車の
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購入と大きく連動している可能性があることを示し

ている．代替燃料自動車の普及を考える場合，将来，

太陽光パネルの購入を考えている人に焦点を絞るな

ど，効果的なターゲティングといった方策が必要で

あることを示唆している． 
また，省エネ住宅では，日本国内の年齢分布に従

う母集団（日本母集団）と 5 年以内に戸建購入の予

定者（戸建購入予定者）それぞれで WTP の測定を

行い，日本母集団の WTP が，戸建購入予定者のも

のより高い値となった．これは，仮想感がより強く，

WTP が高めで過大評価につながっている可能性が

あることが明らかとなった．日本母集団の WTP か

ら補助金額を設定した場合，過大評価し低めの設定

になる可能性があることから，実際に購入予定の人

の意思を観察する必要性があることを示唆している． 
 
6. 政策的含意と提言（「誰に、何を」） 

本研究開発では，代替燃料自動車，省エネ住宅そ

れぞれの社会的受容性に関して，情報提供の影響，

技術の購入の有無やそれらの時期などの影響につい

て分析を行い，脱炭素化技術イノベーション政策の

決定に資する成果が得られた． 
代替燃料自動車に関する分析結果から，エネルギ

ー・環境の情報提供の効果が明らかとなった．これ

は，将来，情報ナッジを活用することにより，社会

をより良い状態にするような，社会厚生を高める方

策として妥当であることのエビデンスを表している． 
省エネ住宅では，日本国内の年齢分布に従う母集

団（日本母集団）と 5 年以内に戸建購入の予定者（戸

建購入予定者）それぞれに対して WTP の測定を行

い，日本母集団の WTP が，戸建購入予定者のもの

より高い値となった．これは，仮想感がより強く，

WTP が高めで過大評価につながっている可能性が

あることを意味している．日本母集団の WTP から

補助金額を設定した場合，過大評価し低めの設定に

なる可能性があることから，実際に購入予定の人の

意思を観察する必要性があることを示唆している． 
これらの成果は，脱炭素技術政策の政策立案者や，

政策決定に大きく関わる供給サイドの自動車メーカ

ー，住宅メーカーのマーケティングにも大きく寄与

するものと考えている． 

 

 

7. おわりに（残された課題と今後の展望） 

本研究開発で分析，評価してきた「科学技術の社

会的受容性」は，日々，社会経済状況と変容するも

のであり，本研究開発で実施してきた調査・実験を

続けることで，これからも成果を生み出し，これら

を，政策担当者や対象技術のステークホルダーなど

と議論を続け，社会全体に発信することが必要であ

ると考えている．特に，対象の科学技術に対する供

給サイドの目標とともに，需要サイドの考えやその

変容を注視し続けることで，科学技術のイノベーシ

ョンが生じることの因果関係を明らかにすることが

可能であり，これが EBPM に至るものと考えている． 
科学技術イノベーション政策において，新しい技

術に対する施策は，技術が社会に浸透していないた

め，政策立案自体が難しい面がある．WTP の測定は，

このような新技術に対する社会の受容度合いを客観

的に示すことから，具体的な補助金設定などの政策

立案に有益である．他方で，新技術の導入を予定し

ている消費者と予定のない消費者とでは，WTP の値

に乖離が生じうることが本研究開発で示された．新

技術に対する WTP の測定と評価，応用には十分な

注意が必要である． 
情報提供の影響分析から，代替燃料自動車の購入

意思については，ナッジを適用することの意義が見

出されたと考えている．しかしながら，近年の研究

でも明らかになっているように，国や地域，適用分

野において，効果の有無が存在する．すなわち，ナ

ッジと社会や技術との相互作用が存在することが考

えられる．本研究開発で実施してきた分析や，さら

なる政策に適用可能なナッジの手法を構築すること

で，エビデンスに基づいて，それらの手法を適用し

た行動変容を促す政策の決定であるような頑健な

EBPM を講じることが可能であると考える． 
本研究開発の成果は，政策の経済性評価という観

点から，様々な分野に応用，発展可能であると考え

ている．特に，医療分野においては，一部の医薬品，

医療機器に対し，2019 年 4 月より「費用対効果評価

制度」が開始されている．この潮流により，医療分

野に近いヘルスケアの領域においても効果の分析，
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評価が必要になることが考えられる．ヘルスケアは，

医療介入の前の予防，運動介入など，行動変容がき

わめて重要な要素となる．すなわち，本研究開発に

おいて分析，評価した情報提供，ナッジの適用可能

性は，ヘルスケア分野に貢献できる可能性があると

考えている． 
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図 1 対照群と処置群の WTP の比較（FUELT：燃費 

MDT：最大走行距離 GET：温暖化ガス排出削減量 

HST：水素ステーション・急速充電施設） 

図 2 太陽光パネル保有に関するグループ別の支払意思額 
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図 3 省エネ住宅に関する支払意思額 

 

 

表 1 サンプルの異質性（代替燃料自動車）に関する分析 

 情報なし 情報あり 
Coeff. Std. Err. WTP(万円) Coeff. Std. Err WTP(万円) 

Age for FCV 

Age for EV 

Age for PHEV 

Age for GV 

-0.04546** 

-0.02 

-0.01102 

-0.08727*** 

0.0186 

0.01859 

0.01795 

0.02029 

-3.11847 

-1.42705 

-0.74304 

-6.59912 

0.02087 

0.03463*** 

0.04155*** 

-0.05478*** 

0.01278 

0.01278 

0.01311 

0.01563 

1.299566 

2.181302 

2.633096 

-3.11481 

Education for FCV 

Education for EV 

Education for PHEV 

Education for GV 

2.02650*** 

2.05839*** 

2.09876*** 

1.71872*** 

0.16301 

0.16166 

0.15785 

0.15593 

140.8122 

142.8382 

145.7901 

118.3107 

0.75663*** 

0.42924*** 

0.52491*** 

0.11226 

0.16758 

0.15559 

0.15595 

0.16061 

47.6858 

27.76355 

33.24428 

6.110374 

Income for FCV 

Income for EV 

Income for PHEV 

Income for GV 

0.00685*** 

0.00695*** 

0.00826*** 

0.00137 

0.00077 

0.00075 

0.00077 

0.00087 

0.468142 

0.477199 

0.565909 

0.090686 

0.00830*** 

0.00859*** 

0.00805*** 

0.00591*** 

0.00083 

0.00082 

0.00076 

0.00090 

0.530269 

0.546887 

0.513862 

0.369549 
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Female dummy for FCV 

Female dummy for EV 

Female dummy for PHEV 

Female dummy for GV 

-0.93122** 

-0.88532** 

-1.39757*** 

-1.48529*** 

0.41366 

0.42091 

0.42165 

0.44929 

-65.3613 

-63.8022 

-99.0605 

-108.122 

2.26541*** 

2.44440*** 

2.46964*** 

1.83653*** 

0.40238 

0.39693 

0.37428 

0.40323 

148.2388 

160.0055 

162.9559 

121.4087 

 

 
表 2 温室効果ガス排出量削減に関する情報ナッジの効果分析 

 Coeff. Std. Err 

情報ナッジ全体 0.00678*** 0.00192 

損失回避情報ナッジ 0.01321*** 0.00264 

社会規範情報ナッジ 0.00950** 0.00381 

利他性情報ナッジ 0.00801*** 0.00300 

 

 

表 3 サンプルの異質性（省エネ住宅）に関する分析 

 母集団 戸建購入予定者 
Coeff. Std. Err. WTP(万円) Coeff. Std. Err WTP(万円) 

Age for EH 

Age for NH 

-0.00075 
-0.03782*** 

0.01296 
0.01336 

-0.0272 
-0.55201 

0.03380*** 
-0.00802 

0.01296 
0.001249 

0.734606 
-0.17286 

Education for EH 

Education for NH 

0.38267*** 
0.45401*** 

0.13308 
0.13096 

5.504204 
6.561675 

0.34699*** 
0.02955 

0.11666 
0.10556 

7.437355 
0.702408 

Income for EH 

Income for NH 

0.00571*** 
0.00428*** 

0.00073 
0.00072 

0.081019 
0.060412 

0.00201*** 
0.00042 

0.00052 
0.00044 

0.043262 
0.009761 

Female dummy for EH 

Female dummy for NH 

-1.96162*** 
-2.28889*** 

0.37883 
0.35954 

-27.506 
-32.1209 

-0.4081 
-0.43401 

0.31547 
0.27958 

-8.92253 
-9.23387 

 

 
i 児玉 (1991)は“demand articulation”を「需要表現」と訳し，「潜在需要を製品概念として統合化し，この概念を個々の
要素技術の開発項目へ，分解するという，二つの技術的活動の動学的『相互』作用」と定義している． 
ii 代替燃料自動車の選好や WTP に関する先行研究として，Tanaka et al. (2014)，Khan, Yamamoto, and Sato (2020)，Jung, 
Lee, and Yoshida (2022)があげられる． 
iii 住宅に関する省エネルギー技術の選好や WTP についての先行研究として，Daziano (2020)，Lang  et al. (2021)，
Carroll et al. (2022)があげられる． 
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iv 「最終学歴」は順序尺度であるため，学歴 1 分類変化することの係数や WTP 自体に意味はなく，本項目では，定性的
な評価をしており，特に，対照群と処置群の相対的な差，情報ナッジの影響に焦点を当てて考察している． 
 

 
 


